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平成１６年６月期  個別財務諸表の概要               平成 16 年 8 月 20 日 
上 場 会 社 名              澁谷工業株式会社                      上場取引所 東・名 
コ ー ド 番 号          6 3 4 0                                          本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.shibuya.co.jp）                   石川県 
代  表  者 役職名 取締役社長 

 氏 名 澁 谷 弘 利 
問合せ先責任者 役職名 取締役社長室長兼財経本部長 

氏 名 吉 道 義 明       ＴＥＬ (076)262－1201 
決算取締役会開催日    平成 16 年 8 月 20 日         中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日     平成 16 年 9 月 24 日        単元株制度採用の有無            有(１単元 100 株) 
 
 

１． 16 年 6 月期の業績(平成 15 年 7 月 1 日～平成 16 年 6 月 30 日) 
(1) 経営成績                 (注)金額は百万円未満を切捨てして表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16 年 6 月期 3 5, 4 4 3 △ 8.1  2 6 0 △69.2  5 9 1 △33.1  

15 年 6 月期 3 8, 5 8 1 9.2  8 4 5 △25.1  8 8 3 △22.8  
 
 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

株 主 資 本 
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
16 年 6 月期 2 8 3 191.1  9. 33  －  1.1  1.3   1.7  

15 年 6 月期 9 7 －   1. 56  －  0.4  1.9  2.3  
(注)①期中平均株式数      16 年 6 月期 26,679,793 株  15 年 6 月期 27,179,653 株 
  ②会計処理の方法の変更    無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中間 期末 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 円   銭 円   銭 円   銭 百万円  ％ ％ 

16 年 6 月期 1 0. 0 0  5. 0 0  5. 0 0  2 6 5  107.2  1.0  

15 年 6 月期 1 0. 0 0  5. 0 0  5. 0 0  2 6 8  641.0  1.0  

 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円     銭 

16 年 6 月期 4 5, 2 2 4 2 6, 9 1 7 59.5  1, 0 1 9. 0 9  

15 年 6 月期 4 7, 2 6 4 2 6, 6 2 3 56.3  9 9 5. 5 4  
(注)①期末発行済株式数        16 年 6 月期 26,379,275 株  15 年 6 月期 26,687,248 株 
②期末自己株式数         16 年 6 月期 1,121,040 株  15 年 6 月期    813,067 株 

 
２．17 年 6 月期の業績予想(平成 16 年 7 月 1 日～平成17 年 6 月 30 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円   銭 

中 間 期 1 8, 5 0 0  6 0 0  2 5 0  5. 0 0 － － 

通   期 4 1, 5 0 0  2, 3 0 0  1, 1 5 0  － 5. 0 0  1 0. 0 0 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 4 1 円 5 1 銭 

 
（注）業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
実際の業績は経済情勢などの動向により異なる可能性があります。 
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個別財務諸表等   

１．貸 借 対 照 表 
                                             (単位：千円) 

当事業年度 

(平成 16 年 6 月 30 日現在 ) 

前事業年度 

(平成 15 年 6 月 30 日現在 ) 
増 減    (△) 

                期 別     

 

  科 目     金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     

（ 資 産 の 部 ） 

Ⅰ 流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

5,875,315 

2,355,044 

12,040,086 

632,769 

618,651 

2,728,950 

22,273 

164,836 

358,933 

174,091 

△   3,545 

％  

 

5,715,673 

2,156,442 

15,450,166 

656,990 

639,446 

2,597,346 

23,501 

154,330 

13,271 

244,770 

△    4,169 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

159,642 

198,601 

△ 3,410,079 

△   24,221 

△   20,795 

131,604 

△   1,227 

10,506 

345,661 

△   70,679 

624 

流 動 資 産 合 計  
24,967,408 55.2 27,647,771 58.5 △ 2,680,363 

Ⅱ 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 輛 及 び 運 搬 具 

工具・器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

 

4,935,287 

132,800 

1,005,071 

3,119 

694,255 

5,204,629 

48,939 

  

 

5,280,684 

156,626 

1,043,892 

6,044 

750,998 

5,205,501 

21,171 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△  345,396 

△   23,826 

△   38,821 

△   2,925 

△   56,742 

△    872 

27,768 

有 形 固定資産合計  12,024,104 26.6 12,464,919 26.4 △  440,815 

  無 形 固 定 資 産 

特 許 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

技 術 使 用 権 

そ の 他 

 

21,825 

95,779 

270,143 

27,340 

  

30,440 

94,409 

139,166 

27,649 

  

△   8,614 

1,369 

130,977 

△    309 

無 形 固定資産合計  415,088 0.9 291,665 0.6 123,423 

  投 資 その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

4,872,937 

952,393 

1,347,910 

682,492 

△   37,766 

  

3,825,517 

922,393 

1,468,197 

724,085 

△   80,131 

  

1,047,419 

30,000 

△  120,287 

△   41,593 

42,364 

投資その他の資産合計 7,817,967 17.3 6,860,063 14.5 957,904 

固 定 資 産 合 計  20,257,160 44.8 19,616,648 41.5 640,511 

資 産 合 計 45,224,569 100.0 47,264,420 100.0 △ 2,039,851 
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(単位：千円) 

当事業年度 

(平成 16 年 6 月 30 日現在) 

前事業年度 

(平成 15 年 6 月 30 日現在) 
増 減    (△) 

                期 別     

 

  科 目     金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     

（ 負 債 の 部 ） 

Ⅰ 流 動 負 債 

Ⅰ 支 払 手 形 

Ⅰ 買 掛 金 

Ⅰ 一年内返済予定長期借入金  

Ⅰ 未 払 金 

Ⅰ 未 払 法 人 税 等 

Ⅰ 未 払 事 業 所 税 

Ⅰ 未 払 消 費 税 等 

Ⅰ 未 払 費 用 

Ⅰ 前 受 金 

Ⅰ 預 り 金 

Ⅰ 賞 与 引 当 金 

Ⅰ 設 備 支 払 手 形 

Ⅰ そ の 他 

 

 

209,965 

10,471,975 

－  

27,206 

281,708 

43,254 

3,912 

1,955,272 

123,585 

42,275 

137,000 

1,467 

478 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,538,031 

3,568,560 

610,664 

8,860 

520,817 

43,594 

217,009 

1,817,001 

630,937 

42,093 

146,300 

25,181 

15,606 

 

 

△   8,328,066 

6,903,414 

△   610,664 

18,346 

△   239,108 

△     340 

△   213,097 

138,270 

△   507,352 

181 

△    9,300 

△   23,713 

△   15,128 

Ⅰ 流 動 負 債 合 計 

 

13,298,101 29.4 16,184,660 

   ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.3 △  2,886,558 

Ⅱ 固 定 負 債      

Ⅱ 退 職 給 付 引 当 金 

Ⅱ 債務保証損失引当金 

4,794,928 

213,700 

 4,103,415 

353,000 

 

 

691,512 

△    139,300 

Ⅱ 固 定 負 債 合 計 5,008,628 11.1 4,456,415 9.4 552,212 

負 債 合 計 18,306,730 40.5 20,641,075 43.7 △  2,334,345 

（ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ  資  本  金 

Ⅱ  資 本 剰 余 金 

   資 本 準 備 金 

11,392,011 

 

9,812,785 

11,392,011 

 

9,812,785 

－  

 

－  

9,812,785 

 

662,688 

5,509,970 

361,341 

25.2 

 

 

21.7 

 

 

 

 

9,812,785 

 

662,688 

5,741,747 

167,589 

24.1 

 

 

20.8 

 

 

 

 

－  

 

－  

△   231,776 

193,752 

   資 本 剰 余 金 合 計 

Ⅲ  利 益 剰 余 金 

   利 益 準 備 金 

   任 意 積 立 金 

   当 期 未 処 分 利 益 

   利 益 剰 余 金 合 計 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 

Ⅴ  自 己 株 式 

6,534,001 

185,702 

△  1,006,662 

14.4 

0.4 

△ 2.2 

6,572,025 

△   421,574 

△   731,902 

13.9 

△  0.9 

△  1.6 

△   38,024 

607,277 

△   274,760 

資 本 合 計 26,917,838 59.5 26,623,345 56.3 294,493 

負債及び資本合計 45,224,569 100.0 47,264,420 100.0 △  2,039,851 

 



- 4 - 

 

 

２．損 益 計 算 書 

（単位：千円） 

当事業年度 
自 平成 15 年 7 月 01 日 

至 平成 16 年 6 月 30 日 

前事業年度 
自 平成 14 年 7 月 01 日 

至 平成 15 年 6 月 30 日 

増 減(△) 
期   別 

 

科   目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 増減率 

  ％  ％  ％
Ⅰ 売 上 高 35,443,420 100.0 38,581,697 100.0 △3,138,277 △ 8.1 

 

Ⅱ 売 上 原 価 

 

31,322,367 

 

88.4 

 

33,840,487 

 

87.7 

 

△2,518,119 

 

△ 7.4 

  売 上 総 利 益 4,121,052 11.6 4,741,210 12.3 △ 620,157 △13.1 

 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

 

3,860,331 

 

10.9 
 

3,895,855 

 

10.1 
 

△  35,524 

 

△ 0.9 

  営 業 利 益 260,721 0.7 845,354 2.2 △ 584,632 △69.2 

 

Ⅳ 営 業 外 収 益 

 

(  466,927) 

 

( 1.3) 
 

(    251,783) 

 

( 0.7) 
 

(  215,144) 

 

(  85.4)

     受取利息及び配当金 83,373  69,539    

投資有価証券売却益 174,123  －     

     そ の 他 209,430  182,243    

 

Ⅴ 営 業 外 費 用 

 

(  136,570) 

 

( 0.3) 
 

(    213,310) 

 

( 0.6) 
 

(△  76,739) 

 

(△36.0)

     支 払 利 息 10,442  15,988    

     手 形 売 却 損 26,506  28,688    

    たな卸資産評価損 48,651  102,526    

     そ の 他 50,970  66,106    

  経 常 利 益 591,077 1.7 883,827 2.3 △ 292,749 △33.1 
 
Ⅵ 特 別 利 益 

 

(  255,690) 

 

( 0.7) 
 

(      5,919) 

 

( 0.0) 
 

(   249,770) 
 

(4,219.2)

     固 定 資 産 売 却益 15,620  5,919    

投資有価証券売却益 99,915  －     

     貸 倒 引 当 金 戻入 854  －     

債務保証損失引当金戻入 

 

139,300 

 
 －  

 
   

Ⅶ 特 別 損 失 (  292,325) ( 0.8) (    599,605) ( 1.5) (△ 307,279) (△51.2)

     固 定 資 産 処 分損 

     投資有価証券評価損 

      退職給付変更時差異償却 

      債務保証損失引当金繰入 

     そ の 他 

2,993 

200 

273,587 

－  

15,544 

 

23,061 

134,584 

273,587 

123,000 

45,372 

   

  税 引 前当期純利益 554,442 1.6  290,142 0.8 264,300 91.1 

  法人税、住民税及び事業税  588,973 1.7 606,752 1.6 △  17,779  

  法 人 税 等 調 整 額 △  318,341 △ 0.9 △   414,122 △ 1.1 95,780  

  当 期 純 利 益 283,811 0.8 97,511 0.3 186,299 191.1 

  前 期 繰 越 利 益 210,929  205,012  5,917  

  中 間 配 当 額 133,399  134,934  △   1,535  

  当 期 未 処 分 利 益 361,341   167,589  193,752  
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３．利 益 処 分 案 

(単位：千円) 

科 目 当事業年度 前事業年度 

   
当 期 未 処 分 利 益 361,341 167,589 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 35,078 39,541 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 6,818 6,817 

別 途 積 立 金 取 崩 額 －  200,000 

合 計 403,238 413,947 

 

これを次のとおり処分します。 

 

 

 

 

利 益 配 当 金 131,896 133,436 

( 1 株につき 5 円 )   

役 員 賞 与 金 35,000 55,000 

( う ち 監 査 役 賞 与 金 ) (          3,500 ) (          4,500 ) 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 －  14,070 

特 別 償 却 準 備 金 －  511 

次 期 繰 越 利 益 236,342 210,929 
 

(注)1．平成 16 年 3 月 23 日に、1 株につき 5 円、総額 133,399 千円の中間配当を実施いたしました。 

    2．固定資産圧縮積立金取崩額は、法人税法および租税特別措置法の規定によるものであります。 

    3．特別償却準備金取崩額は、租税特別措置法の規定によるものであります。 

  4．固定資産圧縮積立金および特別償却準備金の積立額は、「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成 15 年法律第 9 号)が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに伴う法定実効税率の変更に

よるものであります。 

 

 

 

 

 



 

-   - 6 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券  

子会社株式及び関連会社株式 ･････ 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ･･････････････ 移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ 

時価法 

(3) たな卸資産 

原材料、貯蔵品 ･････････････････ 総平均法による原価法 

製品、仕掛品 ･･･････････････････ 個別法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

なお、平成10 年 4 月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によってお

り、また取得価額 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産については、3 年間で均等償却する方

法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

を採用しており、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量を勘案のうえ販売可能

な有効期間（3 年以内）により償却しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（1,367,935 千円）については、5 年による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 12 年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12 年）に

よる定額法により費用処理しております。 

(4) 債務保証損失引当金 

保証債務の履行に伴う損失に備えるため、保証先の経営状態を勘案し、保証契約毎の損失発生の

可能性を個別に判定して損失負担見込額を計上しております。 

 

4. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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5. ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約および通貨オプションのうち、振当処理の用件を満たしている場合は振当処理を採用し

ております。 

(2) ヘッジ手段及びヘッジ対象 

外貨建予定取引、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクをヘッジするために為替予約または通貨

オプションを利用しております。 

(3) ヘッジ方針 

実需に基づき、外貨額と受渡時期が確実になった場合に限定し、その為替変動リスクを回避する

ためにデリバティブ取引を利用することを基本方針としております。 

 

6. その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

7. 追加情報 

賞与に対応する社会保険料会社負担額の費用処理方法 

従来、賞与に対応する社会保険料会社負担額については、賞与支給時の費用として処理しており

ましたが、当事業年度から発生時の費用とする方法に変更し、未払賞与および賞与引当金に対応

する部分の金額を「未払費用」として計上しております。この変更は、厚生年金保険法等の改正

により、平成 15 年 4 月から保険料算定方式に総報酬制が導入されたことに伴い重要性が増したこ

とによるものであり、この結果、従来の方法によった場合に比べ営業利益、経常利益および税引

前当期純利益が95,013 千円少なく計上されております。 
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注 記 事 項 

 

(貸借対照表関係) 

 当事業年度 前事業年度 

 千円 千円 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 12,393,781 11,837,184 

 

2． 保証債務    

銀行借入に対する保証債務 3,314,068 2,064,735 

手形割引に対する保証債務 441,933 251,253 

社債に対する保証債務 20,000 －  

リース債権に対する損害金の保証債務 19,485 23,183 

 

3． 受取手形割引高   2,157,968 2,063,820 
 
4． 支払方法の変更 
平成 15 年 9 月に「一括信託システム」を導入し、従来の手形決済による支払方法を一部変更してお

ります。この変更に伴い流動負債の部の「支払手形」が6,555,973 千円、「設備支払手形」が22,074

千円それぞれ減少し、「買掛金」が 6,421,075 千円、「未払金」が 22,074 千円、「未払費用」が 134,897

千円それぞれ増加しております。 

 

 

(損益計算書関係) 

 当事業年度 前事業年度 

      千円 千円 

 製造費用に含まれる研究開発費の総額 594,176 575,763 
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(リース取引関係) 

 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計  当事業年度 前事業年度 

額相当額及び期末残高相当額  千円          千円 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 

額相当額及び期末残高相当額 

 
車 輌 及 び 運 搬 具 
 取 得 価 額 相 当 額 18,470 14,735 

 減価償却累計額相当額 8,449 5,915 

 期 末 残 高 相 当 額 10,020 8,819 

 
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品    
 取 得 価 額 相 当 額 127,474 227,378 

 減価償却累計額相当額 58,203 204,710 

期 末 残 高 相 当 額 69,271 22,667 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 27,674 29,514 

 １ 年 超 74,448 28,770 

 合 計  102,123 58,284 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

 支 払 リ ー ス 料 41,075 58,857 

 減 価 償 却 費 相 当 額  39,953 35,793 

 支 払 利 息 相 当 額 1,793 2,184 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％とした定率法により計算される各期の減価償却費

相当額に9 分の 10 を乗じた額とする方法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。 

 

 

2. オペレーティング・リース取引 

2. オペレーティング・リース取引                      当事業年度                前事業年度 
未 経 過 リ ー ス 料 千円 千円 
未 経 過 リ ー ス 料 
 １ 年 内 1,677 2,330 

 １ 年 超 2,097 3,774 

 合 計  3,774 6,105 

 

 

 

(有価証券関係) 

 

前事業年度および当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 当事業年度 前事業年度 
 千円 千円 
（繰延税金資産） 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 71 22,955 

 未 払 事 業 税  24,586 45,890 

 未 払 事 業 所 税 17,492 18,196 

 賞 与 引 当 金 55,402 48,137 

 退 職 給 付 引 当 金 1,804,052 1,425,833 

 債 務 保 証 損 失 引 当 金 86,420 142,753 

 その他有価証券評価差額金 －  302,034 

 そ の 他 119,452 116,150 

 繰 延 税 金 資 産 合 計 2,107,477 2,121,951 

 
（繰延税金負債） 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 437,688 △ 462,820 

 特 別 償 却 準 備 金 △ 15,918 △  20,803 

 その他有価証券評価差額金 △ 126,088 －  

 そ の 他 △ 15,034 △  15,799 

 繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 594,730 △ 499,423 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 1,512,747 1,622,528 

 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

 

 当事業年度 前事業年度 

 ％ ％ 

法 定 実 効 税 率 41.7    41.7 

（調整） 

永久に損金に算入されない項目               7.4           15.2 

永久に益金に算入されない項目              △ 3.9          △ 6.4 

住 民 税 均 等 割              2.2            4.2 

税率変更による税効果修正額              3.1           12.3 

そ の 他                      △ 1.7           △ 0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率              48.8           66.4 

 

 

3. 税率の変更による繰延税金資産等の金額の修正 

（前事業年度） 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15 年法律第 9 号）が平成15 年 3 月 31 日に公布されたこ

とに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 16 年 7 月 1 日以降解

消が見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率を 41.7％から 40.4％に変更しております。そ

の結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 35,660 千円減少し、当事業

年度に計上された法人税等調整額が同額増加しております。 
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役員の異動 

 

 

１．代表者の異動 

 

該当事項はありません。 

 

２．その他役員の異動 

 

 該当事項はありません。 

 


